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第４回 航空医学分野の規制等に関する検討会 議事概要 

 

日 時：令和６年１０月２８日（月）18:00～19:40 

場 所：中央合同庁舎２号館 共用会議室１ 

 

事務局からの資料説明後、意見交換を行った。構成員からの主な意見は以下のとお

り。 

 

【資料１について】 

〇アルコール関係で前回指摘した点について、事務局で検討いただき、適切な内

容になっていると思う。第三者立ち合いができない状況で呼気の確認ができな

い場合があることはやむを得ないのではないか。 

 

〇乗務員間の相互確認により、チェック機能は働くと判断してよいと考えられる。

また、乗務後検査を廃止した後に飲酒事案等が起こった場合の対応を一律に決

めることは難しいので、航空会社に改善策の提出を求め、それが適切かどうか

を個別に判断することは妥当と考えられる。 

 

〇ピアサポートについては、場の提供を開始することと、それを維持することの

２つが重要。その点で航空局がより積極的に取組みを推奨していることが航空

会社に理解できる表現で見直したということで理解した。 

 

【資料２について】 

〇現案は、健康管理の基準値を定めておらず、各航空会社において管理目標値を

定めることとされている。指定医が判断するとすれば悩んでしまうので、数値

基準は国が一律に決めるべき。 

 

〇６０歳時検査が無くなると、６０歳～６５歳の基準が緩くなったと捉えられる

のではないか。 

 

〇６０歳時に付加検査を実施しなくなると指定医が６０歳の乗員の判定・評価に

困る場合があると思われる。服薬のない状況で、血圧、コレステロール、BMI、

HbA1c の数値、喫煙有無を６０歳時にチェックすることで、リスクヘッジと検

証が可能になるのではないか。 

 

〇乗員の健康を維持するために必要な服薬を行うことはいい話であり、若い頃か

ら健康管理上の数値目標に向かって健康を維持することが全体としてのリスク

低減に繋がるのではないか。 
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〇６０歳で循環器疾患を発見するのは遅く、若年時から適切な健康管理を実施す

ることで４０代、５０代の危険因子を持っている人を早期に発見・治療するこ

とが大切。 

 

〇厚労省の基準は、保健指導判定値と受診勧奨値の２段階ある。受診勧奨値を逸

脱した乗員を放置するのは問題であり、専門医の受診やその後の確認が大切。

この点については、航空局が監査をしっかりとするとしており、航空局がチェ

ックすることになれば航空会社全体として徹底され、４０代、５０代での循環

器疾患を早期に把握できる。 

 

〇今回のシステムを構築することで、６０歳より若い年代にチェックが入るので、

管理の徹底により６０歳での一律の検査は不要と考えられる。 

 

〇構築したシステムについて、国、航空会社、指定医が実効性を確保していくこ

とが重要。考え方によっては今回のシステムの方がより厳しく乗員の医学適性

を管理することになると考えられる。 

 

〇受診勧奨値は国が基準として定めるべきではないか。 

 

〇今回の改正で、６０～６５歳の乗員に関する基準が緩くなるとは思わない。 

 

〇付加検査については、これまで、どの程度急性機能喪失のリスクを低減させた

かや、事業者の経費上の負担に対するメリットを定量的に検証することは難し

い。 

 

〇国際ルールにないものを独自のルールとして設定し、費用対効果が明確でない

ものに費用負担させるのは世界的にも通用しないのではないか。見直した制度

が、国際的に発信できる内容になっているのかということを考える必要がある。 

 

〇付加検査を受ける前に駆け込みで受診する乗員がいるのではないかという課題

について、乗員に対して普段からの健康管理の重要性が十分に浸透していない

ということならば、今回の改定案の方がリスク低減に繋がるのではないか。 

 

〇管理目標値を目安として示し、保健指導判定値を採用することは妥当と考える。

受診勧奨値の考え方も医師にとっては常識的なものであり、もし受診勧奨値を

超えて受診していない乗員がいるなら、当然指定医は審査会に提出すべき。 
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〇運用上の問題として、航空会社が適切に管理できない、乗員が従わないような

ことが生じた場合には、国は更に強い規制を検討するということではないか。 

 

〇航空会社で管理目標値を定めると数値に違いが出るかもしれない。受診勧奨値

を超えるようなことはないのか。 

 

〇管理目標値は目安であり、自由度があっても良いと考える。日常から健康管理

をしなさいとメッセージを強く発信することで、現行よりリスクは低減する。

今後、乗員は、航空会社から保健指導を受けるとともに、受診勧奨値も超えな

いように管理されることが必要と考えられる。 

 

〇今回、保健指導判定値を示しているので、同じ程度の数値で各航空会社の足並

みが揃っていくのではないか。 

 

〇実効性を確保する上で航空局が行う監査における受診勧奨値の運用についても

一つのポイントになると思う。ここを放置することはないだろうし、専門医等

の受診は徹底されると思う。 

 

〇前回の検討会でもご指摘があったように、付加検査によって急性機能喪失が避

けられたという明確な事象がないのであれば現在の国際標準に合わせて見直す

のは、妥当ではないか。 

  

〇若年時からの健康管理について、今まで以上に航空会社内で連携して、航空会

社、当局で協力して充実させていくことは、会社、本人双方にとってメリット

があり、合理的で妥当と考える。 

 

〇６０歳時の付加検査がなくなり、４０代、５０代から健康管理を充実する。ま

た、健康管理の状況も航空局の監査があり、生活習慣病の管理は航空会社で考

えるのならば、指定医は追加の検査も考えなくていいということになるか。 

 

〇指定医は、その乗員の健康状態を確認し、必要ならば追加の検査を考える必要

がある。航空会社には管理目標値を定めてもらうが、受診勧奨レベル以下であ

れば放置してよいとはならない。 

 

〇若年期からのコントロールがうまくできていない乗員も６０歳時の付加検査が

なくなることになるので、その対応を考える必要があるのではないか。また、

遺産効果（早期にしっかりとした治療を行うことによるその後の効果）を考え

る必要があるのではないか。 
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〇若年時からの健康管理が重要というメッセージが十分に乗員に伝わらないまま

に、６０歳時の付加検査が６５歳に引き上げられ航空身体検査が緩和されたと

誤解されると良くない。乗員、航空会社に趣旨を十分に理解してもらうための

事前の周知が必要。 

  

〇また、指定医にも趣旨を理解してもらうことも重要。航空会社から情報提供が

あった場合には、指定医はしっかりと判断していくよう発信が必要。 

 

〇遺産効果については厳密なことは言えないと思うが、新たなシステムになるこ

とで早い時点から専門医が治療することになり、検査が実施されると考えられ

る。早い段階で専門医の診察を受けることが大切。 

 

〇アルコール検査制度に関する他の交通モードの記載のうち自動車について、バ

ス、トラック、タクシーなど、どのようなものが対象になるかを追記した方が

よい。船舶についても同様に誤解されないよう追記した方がよい。 

 

〇新たなシステムを適切に運用することにより若い年代のリスクを低減すること

が可能となり、ひいては高齢になっても健康が維持できるとなると考えられる

ことから、とりまとめ案でよいと考える。 

 

〇国際標準に合わせることは、この先、外国人パイロット採用やパイロット不足

への対応として大切。 

 

〇若年から健康管理を行うことが必要との考えだが、新たなシステムは明確であ

り、監査も実施され、適切に運用がなされるということであるなら、今回のと

りまとめ案に賛成してもよいと考える。 

  

〇付加検査、アルコール検査ともに、とりまとめ案でよいと考える。 

  

〇若年時からの健康管理は大事であり、若年時からの健康管理がなされるのはパ

イロットからするとありがたい話。 

 

〇そもそも若年時からの健康管理は必要なことと考える。 

 

〇航空局においては、若年期からの健康管理の重要性の啓蒙についても取り組ん

でほしい。 
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〇建設的な意見でまとまったと考える。 

  

〇本日いただいた意見を踏まえ、一部追記することで、とりまとめとしたい。今

後は、航空局において監査でしっかりと確認いただき、乗員の健康管理が適切

に行われることを強く願って閉会とする。 

 

                                 以 上 


